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１．はじめに
　東日本大震災の発生から 4 年が過ぎ、いま大震災を振
り返って、われわれはこの大震災から学んだことを教訓
として、しっかりと将来につなげていかなければならな
い。本稿のテーマは、「東日本大震災の経験と今後の災
害への取り組み」であり、この中で私に与えられた課題
は『震災直後の病院全体の取り組みと課題・展望』であ
る。当院が震災直後から、この震災に対して全病院挙げ
て取り組んだ取り組み、主には、石巻地区での支援活
動、および当院院内での活動、この 2 つの活動の状況を
振り返ることによって、今回の東日本大震災、および過
去の大災害から学んだ教訓について考え直すとともに、
来るべき南海トラフ地震に備えて、当院がこれから取り
組むべき課題・展望についても述べてみたい。
２．東日本大震災、および過去の大災害から学
んだ教訓
　東日本大震災の発災直後の地震情報は、“3 月 11 日 14
時 46 分、三陸沖を震源とする M9.0 の巨大地震が発生。
この地震により宮城県栗原市で震度 7、宮城県、福島県
で震度 6 強など広い範囲で強い揺れを観測” であった。
この地震は東北地方太平洋沖地震と命名され、1000 年
に一度、観測史上最大の巨大地震、津波災害による甚大
な被害で死者・行方不明数約 2 万人という最悪の事態を
もたらした。
　当初、この大震災に “想定外” と言う言葉がよく使わ
れた。本当に “想定外” か？と考えてみると、実は、
2004 年 12 月 26 日に発生したスマトラ島沖地震津波は、
今回と全く同じ M9.0 の大地震であり、全世界で死者 22
万人という犠牲者を出した。さらに、その 3 ヶ月後には
M8.7 という大地震が同地区で再度発生している。その
ため東北の人たちは当時、3 ヶ月後に同じ規模の大地震
が起こるのではないかと大きな不安にかられた。スマト
ラ島沖地震津波が起こった後に発表された南海トラフ地
震の被害予想によれば、想定以上の大きな津波が来襲す
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る可能性があり、10 ｍを超える津波が来襲する地域で
は津波が 10 分前後で到達し、避難が間に合わず 70 ～
80％の住民が死亡する。さらに、その際には 17,000 人
の死者が出ると予想していた。また、2005 年の防災白
書によれば住民の津波への危機意識は低いという報告も
なされていた。
教訓：‌東日本大震災は決して想定外とは言えない。‌来
るべき南海トラフ地震に対しては、“想定外とい
う想定”‌も想定しておかなければならない。
　“想定外という想定” とは、分かりやすく言えば、何
が起こるかわからないということで、最近では色々な領
域で “減災” という言葉が使われている。大災害が起こ
ることを前提として、その際に被害を最小限に抑えよう
との考えである。災害医療に関しては、“減災” という
考え方しかなく、大災害時にいかに犠牲者を少なくする
かということを考えねばならない。
教訓：‌今後は大災害が起きても、被害を最小限に抑える
“減災” の考え方で備えなければならない。
　東日本大震災の特徴は、被害は地震災害ではなくほと
んどが津波災害によるもので、2 次的な福島原発事故に
よる歴史的な原発震災があった。原発の問題は大震災の
被害に複雑で多大な影響を及ぼし、非常に深刻かつ重要
な問題となった。この原発問題を津波災害と一緒に議論
すると話が複雑になるので、今回は原発問題については
言及しない。しかし、我々は決して福島原発のことを忘
れてはならないということは強調しておきたい。
　今回の大震災では被害が非常に広範で甚大であったこ
とから、被害全容が明らかになるのにかなり時間がかか
った。地震発生からの経過日数と犠牲者数の推移を見る
と、阪神・淡路大震災では数日で犠牲者数の全容が明ら
かとなったが、東日本大震災では 2 週間たっても犠牲者
数が明らかにならなかった。
　最終的に、3 年後の 2014 年 3 月 11 日時点の犠牲者数
は、18,517 人（死者数 15,884 人、行方不明者数 2,633 人）
となった。しかし、避難生活で体調を崩したなどの理由
で亡くなった「震災関連死」と認定された人数は 1,407
人（2012 年 3 月時点）にのぼり、これにより、地震・
津波による人数と合わせると、東日本大震災に起因する
死者・行方不明者は 2 万人を越えることとなった。
教訓：‌津波災害の特徴として、死者数は負傷者数を上回
る、行方不明の遺体が揚がらない場合が多い、主
な死因は溺死である。
３．東日本大震災における石巻日赤の対応
　今回の大震災では石巻地区が最も甚大な被害を受け
た。石巻地区には大小 10 の病院があるが、これらの病
院のうち石巻赤十字病院（以下石巻日赤）以外は全病院
が津波により被災を受け診療不能に陥った。石巻日赤は
5 年前に海岸線より約 5 キロ内陸の地に新築移転し、災
害対策としての施設・設備を充実し（図 1）、この大震
災では被災地内の災害拠点病院として十二分にその役割
を果たした。
教訓：‌理想的なハードを備えた石巻日赤は、被災地内の
災害拠点病院として十二分にその役割を果たし、
ソフト面では合同チーム本部によって全国から集
まった救護班は一元的に調整、効率的に管理され
た。この大震災において石巻日赤で展開された医
療救護活動は、今後の災害医療対応を考える上で
モデルケースとなるものであった。
　石巻日赤では、発災直後（14 時 46 分）、一時的なラ
イフラインの途絶はあったものの、地震・津波の被害は
ほとんどなく、震災による被害は微少であった。発災 7
分後（14 時 53 分）、院内に災害対策本部を設置。発災
39 分後（15 時 25 分）、日頃の訓練通り各エリア設置・
職員配置終了。発災 2 時間 44 分後（17 時 30 分）、病院
正面前にテントを設営し、多数の傷病者の受け入れ態勢
を整えた。職員は多くの傷病者が押し寄せてくると予想
したが、傷病者はほとんど搬送されず、調子抜けをした
という。現実は、地震によるけが人は少なく、津波によ
図 1．災害に対して理想的なハードを備えた石巻日赤
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ってほとんどが亡くなったためで、また、多くの救急車
や自家用車が津波で流され搬送手段がなかったことも理
由として挙げられた。
教訓：‌東日本大震災では、地震災害である阪神・淡路大
震災のように、外傷患者が早期に多数搬送される
ことはなかった。地震による外傷患者は少なく、
津波による死亡か無傷かのどちらかであった。
　しかし、翌日になって、多くの傷病者が陸路及び空路
で搬送された。病院は野戦病院のように傷病者であふれ
パニック状態となった（図 2）。全職員が日頃の訓練通
り傷病者のトリアージ、治療を実施した。職員の中には
家族を亡くしたり、家を流されたものもいたが、被災者
のために病院に留まり献身的に業務に従事した。
教訓：‌大規模災害時にうまく対応するためには、日頃の
災害訓練が重要である。
教訓：‌被災者でもある石巻日赤職員のとった献身的な行
動は、医療従事者の模範となる賞賛すべき行動で
あった。
　搬送された傷病者の中には、津波に飲まれ長時間冷た
い海水に浸かったことによる低体温症患者が多数みられ
た（図 3）。また、津波の泥水・淡水・下水中の様々な細菌
が関与する津波肺も問題となった。地震災害で特徴的と
されるクラッシュ症候群はほとんど搬送されなかった。
４．石巻圏合同救護チームの設置
　院内は傷病者と被災者で大混乱する中、全国から色々
な組織の救護班（最大 72 チーム 500 名以上、半数は日
赤救護班）が石巻日赤に集結し（図 4）、石巻日赤が石
巻地区の災害医療の拠点としての役割を担った。この背
景には、宮城県では大規模災害時に適切な医療体制を構
築すべく、県内をいつくかのブロックに分け、ブロック
ごとに “災害医療コーディネーター” を置き、災害時に
は災害対策本部で災害医療の調整役を担う取り決めにな
っていた。そして、石巻地区では 2011 年 2 月に石巻日
赤の石井正医療社会事業部長（以下石井 Co.）が県知事
より “宮城県災害医療コーディネーター” として委嘱さ
れていた。当初、集結した救護班はそれぞれ独自に救護
活動を展開していたが、救護活動をより効率的に行うた
め、石井 Co. が災害医療の総括を担当し、一元的に統括
する合同チームが立ち上げられた（図 5）。これにより
全国から集まった救護班は一括管理され、効率的に配置
する体制が敷かれ、石巻圏の住民約 22 万人の医療を担
う受け皿となった。
　合同チーム本部の構成は、石井 Co. を統括とし、それ
を支援・アドバイスする要員からなり、日赤や東北大学
などからスタッフが交代して支援に関わった（図 6）。
図 2．多数の傷病者であふれパニック状態の病院
図 3．救急外来に搬送された多数の低体温症患者
図 4．全国から集結した色々な組織の救護班
（最高 72 チーム 500 名以上）
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本来、本部要員は行政が中心となって構成されるべきも
のであったが、行政機関の被災により、石井 Co. を中心
としたスタッフで運営された。そのため本部は救護班の
活動の調整及び支援に加えて、行政との連絡調整等の役
割も担っていた。色々な組織の救護班の活動を調整する
のは非常に難しく、本部支援要員がその重要な役割を担
った。
教訓：‌南海トラフ地震に備えて、この地域でも災害医療
コーディネーターを事前に決めておく必要があ
る。本部要員には災害医療に精通し、日頃、
DMAT研修、災害訓練、メーリングリスト等で
普段から顔の見える関係を作っておくことが重要
である。
　合同チームの具体的な活動は、石巻地区の全ての被災
者に対して、限られた医療資源を最大限有効に活用し医
療救護活動を偏りなく一元的に実施すること、そのため
に医療 / 救護ニーズのサーベイランスを行うこと、およ
び石巻地区の拠点病院である石巻日赤の高次機能を早期
に回復するため石巻日赤の支援を行うことであった。特
に、行政機関の被災により避難所の状況把握が極めて困
難であったことから、救護班により石巻地区の避難所に
おける巡回診療の中で、救護班によって避難所のアセス
メントがなされた（図 7）。
教訓：‌災害救護では、専門外の任務を行わなければなら
ないことも多い。被災者のためになることなら、
図 7．避難所のアセスメントシート
図 5．石巻圏合同救護チームの設置
図 6．石巻圏合同救護チーム本部の構成
― 43 ―
豊田看護大学紀要 10巻 1号　2015
何でもする覚悟が必要である。
　合同チーム本部は毎日、全救護班の代表を集めたミー
ティングを開催し、石巻日赤の診療状況、各救護班の活
動状況、被災者のニーズの把握、感染症発生状況、支援
物資の搬送状況、心のケアチームの活動状況、行政や地
元医師会との情報交換等について情報の提供がなされ
た。
　避難所での救護活動については、多くの避難所で避難
民が避難生活を送っており、長期的で体系的な救護活動
が必要であった。このため避難所での診療の継続性と質
を担保することを目的として “エリア・ライン制” が導
入された（図 8）。これは石巻地区を 14 のエリアに分け、
救護班を継続的に派遣するため各エリアにはエリア幹事
を置き、エリア幹事を中心にそのエリアで継続的、かつ
診療の質が担保された救護活動を展開するものである。
５．合同チーム本部での当院の職員の活動
　当院ではこの合同チームを支援すべく、早期より何人
かの職員を派遣した（図 9）。伊藤国際救援副部長は約
40 日間、また、稲田救急部長は約 1 週間にわたって本
部要員として活動した。稲田救急部長は本部支援要員と
して石井 Co. を直接サポートする形で、また伊藤副部長
は、本部支援要員としてのみならず病院支援要員として
活動した。この 2 人の経験は将来当院が大災害に被災し
た際に、取るべき行動を学ぶ上で非常に良い経験になっ
た。ここでは、伊藤副部長の活動を一部紹介する。
○合同チーム本部でのコーディネーション
　伊藤副部長の合同チーム本部における役割は、1）医
療実務のコーディネーション、2）本部ロジ統括、3）
病院支援コーディネーション、であった。伊藤副部長の
役割は自然発生的にできたものであり、正式な名称や役
割分担ではないが、以下にその概要を述べる。
ⅰ）医療実務コーディネーション
　石井 Co. とアドバイザー医師が長期的な構想を組み立
て、支援医師がその構想に基づき、エリア幹事あるいは
各救護班の統括を行った。伊藤副部長はこの 3 者と協働
して医療活動における実務支援を行なった。具体的な業
務内容としては、各エリアの救護班のローテート表の作
成、救護班の資機材の調達と支給、医療活動についての
相談窓口、合同チームの健康管理等であった。
ⅱ）本部ロジ統括
　主事と連携のもと、各エリア救護班から提出されるア
セスメントシートに基づき、避難所の衛生環境の改善に
必要な物資の支給、簡易トイレ・給水設備設置のための
連絡・調整が主であり、医療と保健衛生をリンクさせた
役割であった。
ⅲ）病院支援コーディネーション
　石巻日赤は発災直後石巻圏内で唯一機能している医療
機関として救急患者を一手に引き受け、3 月 11 日～ 27
日までに 6,947 名の患者（内 557 名は重症患者）を受け
入れていた。発災から約 2 週間経過しても、救急搬送患
者数は平均 300 名と通常の救急外来患者数の 3 倍以上で
あった。石巻日赤の職員は医療支援者であるが被災者で
もあり、何人かの職員は津波で家を流され病院に寝泊ま
りして勤務に当たっていた。石巻日赤が本来の病院機能
を回復するには、これらの職員を休養させることであ
り、また、多くの救急患者に対応できる人的支援を行う
ことであった。救護班をこの救急患者の対応に導入した
ほか、全国赤十字病院に対して石巻日赤支援としての医
師、看護師、助産師、薬剤師、ME、事務等を要請した。
図 8．合同チームのエリア・ライン制の導入
図 9．合同チームの本部支援要員
名古屋第二赤十字病院のスタッフ
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伊藤副部長は石巻日赤の看護部長・副部長、救急部長と
連携して、病院支援コーディネーション業務、すなわ
ち、派遣スタッフの活動調整と救急外来部門における救
護班のローテート調整等を行なった。
ⅳ）伊藤副部長が担った役割とメリット
　伊藤副部長がこの役割を担ったメリットとしては以下
の点が挙げられる。①派遣期間が長期間（約 40 日間）
であったことから合同チーム本部の他のスタッフとの良
好なコミュニケーションができた、②数日で交替する支
援要員への情報提供が容易であった、③日々変化する状
況や情報を理解し、一連の流れ・問題点を把握できた、
④情報の伝達、指示命令系統の不備を補うことができ
た、⑤関係者の顔と役割を把握できた、⑥支援する側の
立場と支援を受ける病院の側の立場（中立の立場）で発
言や対応が可能であった等である。
6．亜急性期（慢性期）の災害医療
　救護班の活動では、避難所での診療、被災者個人の家
を回って診療を行うローラー作戦等が実施されたが（図
10）、その際には亜急性期（慢性期）の災害医療が中心
となった。
教訓：‌東日本大震災では、超急性期、急性期の期間が非
常に短く、亜急性期の災害医療が中心となった。‌
教訓：‌亜急性期の災害医療は、①早期より災害によるス
トレスに起因する身体的、精神的訴え、②投薬切
れによる慢性疾患の増悪、③避難所での集団生活
に起因する感染症や伝染病、④長期的には治療よ
りも予防、等であった。
　石巻地区は被害が最も大きく、被災者のほとんどが恐
ろしい、悲惨な体験をしていた。全校児童 108 人中 74
人、教員 13 人のうち 10 人が死亡又は行方不明となり、
児童と教員の多くの人命が学校という場所で失われ、マ
スコミにも頻回に取り上げられた “大川小学校の悲劇”
や、地震後、園児を自宅に帰そうと 12 人を乗せた送迎
バスが、7 人を下したのち津波警報に気付き、幼稚園に
引き返す途中津波にのまれ園児 5 人が死亡した “日和幼
稚園の悲劇” もこの地区で発生した出来事である。この
ような被災者に対しては、早期より災害によるストレス
に起因する身体的、精神的訴えに対する心のケアが必要
となった。合同チーム内に精神科 / こころのケアチーム
が設置され、地域の保健師・精神科開業医、保健所、各
県のこころのケアチーム、日赤こころのケアチームが連
携して活動を行った（図 11）。
教訓：‌東日本大震災では、ほとんどの被災者が非常に悲
惨な体験をしており、心のケアは最も重要な医療
支援であった。‌
　また、被災者でもある石巻日赤職員に対しても、院内
にリフレッシュルームを設けてこころのケアが行われ
た。また救援者のストレス対策も重要で、救護班スタッ
フに対するこころのケアも行われた。こころのケアに関
しては、半年後でも被災者の半数近くに睡眠障害がある
とされ、自殺者も後を絶たず、心のケアの問題は半年ば
かりで解決するものではない。
教訓：‌災害の影響は長く続く。被災者のニーズが高くな
る頃には、人々の関心が薄くなる。
　ほとんどの被災者が、津波によって持病の慢性疾患に
対して服用していた薬を無くし、投薬切れによる慢性疾
患の増悪が懸念された。薬の投薬を求めて石巻日赤には
図 10．救護班の活動（ローラー作戦）
図 11．避難所でのこころのケアチームの活動
傾聴とハンドマッサージ
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連日早朝から投薬を求める被災者の長蛇の列ができた
（図 12）。また、避難所でも避難している被災者への投
薬が最も重要な医療支援の１つで、薬剤師による救護所
の被災者への投薬配達業務がなされた。
　避難所の劣悪な衛生環境、水道、下水、し尿処理の問
題が避難民の健康を脅かしていることから、避難所に簡
易トイレや給水設備の設置、マスク・消毒薬の供給など、
避難所での集団生活に起因する感染症や伝染病に対する
予防対策が重要であった。また、避難所内の介護支援を
必要とする被災者を収容する “福祉避難所構想” のも
と、救護班により要介護者の調査と把握、リスト作成等
医療と福祉をリンクさせた活動も重要であった。避難所
高齢者の “生活不活発病” も大きな問題となった。救護
班が救護活動を行う上で行政との連携が不可欠であり、
合同チームは行政との話し合いを継続して行っていた。
教訓：‌大規模災害時の医療救護活動には、災害発生早期
から行政との密接な連携が不可欠である。
７．震災直後の当院の対応
　約 2 万人もの犠牲者を出した大災害は、単純に統計的
に言っても今後一生遭遇することのない大災害と言って
も過言ではない。当院では発災直後の地震情報から甚大
な災害と判断し、発災 80 分後（16 時 0 分）、院内災害
対策本部を設置し（図 13）、情報収集、関係機関との情
報交換、救護班派遣対応、傷病者受け入れ対応等を開始
した。全職員に対して全病院挙げて救援活動に協力する
よう院長メッセージとして呼びかける一方（図 14）、イ
ントラを災害モードとして時系列で活動状況を掲載し、
図 12．早朝から投薬を求める被災者の長蛇の列
図 13．災害対策本部を設置し情報収集
図 14．院長メッセージ：病院の姿勢を全職員に通達
“全病院挙げて救援活動に協力を！”
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全職員が情報を共有できるようにした。発災 3 時間後
（18 時 0 分）には、DMAT・初動班の 10 数名を派遣し
たのをはじめ、その後、継続的に職員を派遣した（図
15）。派遣は全員希望者で、最終的には 8 月末までに延
べ 227 名を派遣した。職員の派遣に当たっては、院内に
掲示を行い、派遣によって通常診療に支障をきたすかも
しれないこと、外来担当医師が変更になることがあるこ
と等患者さんに理解を求めた。また、派遣職員のモチベ
ーションを維持するために、出発式と出迎え式を毎回、
患者さんや職員が多く集まる時間帯・場所に設定して開
催した（図 16）。さらに、派遣される職員に対しては、
有意義な救護活動ができるよう出発前にブリーフィング
を行い、派遣の目的・心構え・注意点等を周知徹底した。
また帰還時には、心の傷を負って帰ってくる職員もいる
ため、心のケアを含めたデブリーフィングを行った。派
遣期間中は、正面玄関待合、ホスピタルストリート、案
内表示・呼び出しモニター等に活動状況を掲載し、救護
活動を積極的に広報した（図 17）。また活動報告会を開
催して被災地の支援のあり方、当地区での大災害に備え
た対策の検討等を行った。
　東日本大震災で職員を積極的に派遣した理由は、第 1
には勿論被災者支援が目的であるが、救護活動を通して
図 17．救援活動を積極的に広報
図 15．当院のスタッフ派遣スケジュール
図 16．派遣職員の出発式と出迎え式
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自分の目で被災地を見ておくことは、来るべき南海トラ
フ地震に対する心構えをする上でも大きな意義がある。
さらには、救護班として直接被災者の人たちに関わるこ
とは、医療従事者としてこの上ないやりがいを感じるこ
とであり、一人でも多くの職員がこの経験を共有できる
ことを院長として強く切望し、可能な限りの職員を派遣
した。その背景には自身の阪神・淡路大震災での経験が
あり、被災者から涙を流して感謝された経験は医療従事
者としてこの上ないやりがいであったからである。しか
しながら、派遣を希望しても行けなかった職員や、派遣
された職員の中には再度派遣を希望する職員も何人かい
た。当院が全病院あげて救護活動に積極的に取り組むこ
とで、当院が地域の人たちからさらなる信頼を得ること
ができたと思われる。
教訓：‌救護班として直接被災者の人たちに関わること
は、医療従事者として非常にやりがいを感じるこ
とであり、人生の経歴の中で貴重な経験となる。
１人でも多くの職員がこの経験を共有することを
院長として切望した。
８．今後の救護チームのありかた
　東日本大震災では、DMAT（Disaster Medical Assistant 
Team: 災害時派遣医療チーム）、JMAT（Japan Medical 
Association Team: 日本医師会災害医療チーム）、日本赤
十字社の救護班、国立病院機構の救護班等、かつてない
ほど多くの組織が医療チームを派遣した。DMAT は阪
神・淡路大震災を契機に、震災直後の “防ぎえた死” を
減らす目的で災害急性期に活動できる機動性を持ったト
レーニングを受けた医療チームとして発足し、今回、約
340 チーム、1,500 人が活動した。この大震災では外傷
患者が少なく、残念ながら DMAT が活躍する機会は少
なかった。しかし、DMAT の組織力・迅速力は、来る
べき大災害に大いに期待できる。また、日本医師会が創
設した JMAT は、今回、約 1,500 チーム、約 6,500 人が
活動し、避難所や救護所における医療を担当した。日赤
の救護班は、東日本大震災で約 820 チーム、約 5,000
人、心のケア約 580 人、病院支援その他約 730 人合計で
6,000 名以上が活動した。
　今後、大災害が起これば、色々な組織から沢山の救護
班が派遣されることになると思われる。真に被災者のた
めになる救護活動を行うためには、幾つかの課題を解決
する必要がある。今回、合同本部のもとで活動した救護
班の中には、課題・問題点のあるチームも幾つかあった
（図 18）。特に、自己完結型救護の意味がわかっていな
い救護班が多かった。
教訓：‌救護班は自己完結型救護が原則であり、医薬品や
医療資機材のみならず、連絡手段や情報収集手
段、あるいは水、食料品、衣類、寝具等全て持参
し、現地に依存することなく、自分のことは全て
自分で処理する。
　岩手県では “いわて災害医療支援ネットワーク” とい
う組織が立ち上げられたが、これは岩手県、岩手医科大
学、医師会、医療関連団体、自衛隊、岩手県警を含めた
共同体が設立母体となり、県内で被災地支援に携わる人
材の情報を一元化し、地域住民の健康と医療を守る司令
塔として重要な役割を果たしていた。このネットワーク
は医療チームに一定の条件を付けた（図 19）。この条件
をクリアしたチームにライセンスを授与して支援活動に
あたらせた。このネットワークのような救護班をマネー
ジメントするシステムが重要である。
図 18．救護班の課題・問題点
図 19．医療救護班に要求される条件
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９．来るべき南海トラフ地震に備えて医療従事
者に求められる災害医療
　世界中でここ数年連続して大災害が発生している（図
20）。寺田虎彦の名言『災害は忘れた頃にやってくる』
は、もはや死語と思わせる印象さえある。南海トラフ地
震は『もし起きればではなく、何時起きるか（Not  a 
matter of if, but when）』というレベルの話と捉えられ、
南海トラフ地震の話題がマスコミに出ない日はなく、大
地震の発生は日 1 日と近づいていると言える。東日本大
震災以後、全ての医療従事者は災害救護に精通しなけれ
ばならない気運となった。医療従事者にとって、災害
（地震・津波）や災害医療についての知識が重要である
ばかりでなく、災害救護に求められる資質を備えておく
ことも重要である（図 21）。
教訓：‌善意だけでは災害救護はできない。熱い思いだけ
では災害救護はできない。いくら善意、熱意があ
っても、十分訓練された技術、能力がなければ災
害現場では邪魔になるばかりで有意義な救護はで
きない。
教訓：‌大規模災害に備えて、全ての医療従事者は応急処
置法と同様、災害医療、災害救護に精通すべきで
ある。
　また、各医療機関は、いかなる時も地域の医療は自分
たちの医療機関が守るものとの信念のもと、過去の多く
の災害から学んだ経験を教訓として準備をしておかなけ
ればならない。例えば、大規模災害時に備えて医療機関
に求められる対応に関しては、以下のような教訓がある。
教訓：‌大規模災害発生時にはかかりつけ病院は最も頼り
になる存在、間違いなく多数の傷病者が病院に押
し寄せてくる
教訓：‌地震災害では、被災して機能が低下した病院に傷
病者が殺到する。しかし、その状況は１日でほぼ
終了する
教訓：‌病院は災害発生後３日間の自衛手段を講じておけ
ば、その後は行政が対応し始めると考えられてお
り、初動対策が重要である
教訓：‌病院は地域住民のために、可能な限り医療を継続
することを考える
教訓：‌大規模災害時には 1つの病院のみの対応では不
可能、地域全体での対応が不可欠である
　これらの教訓を踏まえ、災害拠点病院には阪神・淡路
大震災規模の地震に対しても機能を維持できる耐震構
造、患者搬送用ヘリポートと災害救護資材の装備、ライ
フラインが途絶えたときに 3 日間の電気と水を供給でき
るシステム、さらには、3 日間の食料品と医薬品の備蓄
も必要となる（図 22）。また、ハード面だけでなくソフ
ト面の充実も重要で、全ての職員が災害医療の知識と技
術を習得するため、日頃から災害訓練、こころのケア研
修を含めた災害研修等に積極的に関わる必要がある。当
院では、定期的に研修会の開催と大規模災害を想定した
災害訓練を実施し（図 23）、災害対策本部での情報収集
訓練、多数の傷病者が搬送された時の対応としてのトリ
図 21．災害救護に求められる資質
図 20．世界中でここ数年連続して大災害が発生
図 22．大規模災害に備え重油タンク増設
重油タンク　40,000 ℓ⇒ 92,000 ℓへ増量！
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アージ訓練等災害医療の 3T（トリアージ、トランスポ
ーテーション、トリートメント）を実施している。ま
た、重症患者搬送訓練も重要で、特に、阪神・淡路大震
災や東日本大震災で重要な課題として取り上げられた広
域搬送に関しては、国・県の災害訓練で、この点に重点
を置いた訓練がなされている。その際、中心的な役目を
果たすのは、東日本大震災で活躍した石井 Co. が担った
災害医療コーディネーターであり、この地域でも 7 名の
県の災害医療コーディネーターが任命され、当院の稲田
救急部長もその 1 人として任命された。災害訓練はもは
や一病院の訓練に留まらず、災害医療コーディネーター
が中心となって活動する広域搬送を念頭に入れた訓練が
求められている。2013 年度の当院の災害訓練は、大規
模災害時には当院が名古屋市東部の災害の拠点としての
役割を担うことを前提に、国が実施する DMAT を中心
とした広域搬送、及び行政や自衛隊との連携を含めた訓
練と院内の訓練を合体した形で訓練を実施した。（図
24）
　東日本大震災以後、多くの企業が事業継続計画（BCP: 
Business Continuity Plan）を作成し、色々な視点から
大災害時における事業の継続について準備をするように
なった。病院にとっても同様の対応が求められ、医療継
続計画（MCP: Medical Continuity Plan）の作成が求め
られている。すなわち、病院が大規模災害に遭遇した
際、病院の被害を最小限にとどめつつ、医療をできるか
ぎり継続、あるいは早期復旧するために、平常時に行う
べき活動や、災害時における医療継続のための方法・手
段を取り決めておく計画である。当院でも色々な視点か
ら医療を継続することを念頭に、2013 年に MCP を完成
させた。（図 25）。
　以上、要約すると、赤十字病院であり、災害拠点病院
であり、さらには、救命救急センターである当院には、
大規模災害時の最後の砦として、万全の装備を備え、3
図 23．南海トラフ地震を想定した災害訓練
毎年定期的に実施
図 24．名古屋二赤十字病院医療継続計画
MCP（Medical Continuity Plan）
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日間の自衛手段を講じ、災害発生時には地域住民のため
に可能な限り医療を継続し、さらに、広域搬送を想定し
た準備が求められている。また、当院の職員にとっての
心構えとして、職員一人ひとりが、“地域の医療は自分
たちが守る” という強い使命感を常に持ち、いざという
時に、職員 1 人ひとりが主体的に物事を考え、行動する
力を身につけ、災害に強い病院になることが求められて
いる。
　“１つの社会が、まさかの時のためにどこまで投資を
するかは、その社会の成熟度を評価する尺度である” と
いう言葉がある。この言葉の中の “社会” を “病院” と
置き換えることもでき、“１つの病院が、まさかの時の
ためにどこまで投資をするかは、その病院の成熟度を評
価する尺度である” とも言うことができる。当院は大規
模災害時に地域の人々に信頼される成熟した病院になけ
ればならないと思っている。
図 25．内閣府の広域医療搬送訓練
2013 年 8 月 31 日（土）
南海トラフ巨大地震が発生したとの想定
県営名古屋空港から当院へ DMAT 集結
